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【制度の概要】

税  務  署

■本説明書の目的■

再居

再び居住の用に供した場合の
(特定増改築等)住宅借入金等特別控除の手続をされる方へ

　本説明書は、住宅ローンにより住宅の新築・購入又は増改築をして、自己の居
住の用に供していた方が、やむを得ない事由によりその住宅を居住の用に供しな
くなった後に、再び居住の用に供し、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受
ける場合の適用要件や必要な手続の概要を説明するものです。
※ 令和３年11月１日現在の法令等に基づいて作成しています。

　住宅を居住の用に供しなくなった後の各年分については、原則として、その住宅
に係る(特定増改築等)住宅借入金等特別控除を受けることはできません。ただし、
勤務先からの転任の命令に伴う転居などのやむを得ない事由により居住の用に供し
なくなった場合には、一定の手続を行うことにより、（特定増改築等）住宅借入金等
特別控除の適用年のうち、再び居住の用に供した年以後の各適用年について、控除
の適用又は再適用を受けられる場合があります。なお、再び居住の用に供した日の
属する年にその住宅を賃貸の用に供していた場合には、その年の翌年以後の各適用
年について適用又は再適用を受けることとなります。
※　（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用期間は延長されません。

具体的には、次のいずれかの場合に該当する方が対象となります。
Ｆ１　再び居住の用に供した場合の再適用（以前に控除の適用を受けていた方）
　（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受けていた方が、勤務先からの転任の
命令に伴う転居その他これに準ずるやむを得ない事由によりその適用を受けてい
た住宅に居住しなくなった後、その事由が解消し、その住宅を再び居住の用に供
した場合

Ｆ２　再び居住の用に供した場合の適用（一度も控除の適用を受けていない方）
　居住用の住宅の新築等をして、居住の用に供した方が、その居住の用に供した
日から同年12月31日までの間に勤務先からの転任の命令に伴う転居その他これに
準ずるやむを得ない事由によりその住宅に居住しなくなった後、その事由が解消
し、その住宅を再び居住の用に供した場合

※ 制度の詳細をお知りになりたい方は、国税庁ホームページ（タックスアンサー）をご確
認ください。

F1・F2
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適　用　要　件 確認欄

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

 ○適用要件に該当するかを確認し、次の書類を『確定申告書』と一緒に税務署に提出します。
（確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。）

F1 再び居住の用に供した場合の再適用を受けられる方
（以前に控除を受けていた方）

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 □
2 □

3 □
※ 計算明細書の記載については５・6ページを参照してください。

住宅を居住の用に供しなくなった日の属する年の前年分以前において、
(特定増改築等)住宅借入金等特別控除の適用を受けていた。

　住宅を居住の用に供しなくなる日までに、『転任の命令等により居住しない
こととなる旨の届出書』の所定の欄に必要な事項を記載して、住宅の所在地の
所轄税務署に提出する必要があります。
　また、税務署から『年末調整のための(特定増改築等)住宅借入金等特別控除証明
書・給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申告書』の交付を受けてい
る場合には、それらの未使用分をこの届出書と一緒に提出する必要があります。
※ 『転任の命令等により居住しないこととなる旨の届出書』は、国税庁ホーム
ページに掲載しています。

居住の用に供しなくなったことが、①給与等の支払をする者(勤務先)か
らの転任の命令に伴う転居、②その他①に準ずるやむを得ない事由によ
るものである。

再び居住の用に供した日以後の各年においてその年の12月31日（死亡
した場合は、その日）まで引き続き居住の用に供している。
※ 再び居住の用に供した日の属する年にその住宅を賃貸の用に供して
いた場合には、その年の翌年以後の各年について再適用を受けること
となります。

本年分の合計所得金額（４ページ）が3,000万円以下である。

(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額の計算明細書

住宅を居住の用に供しなくなる日までに、『転任の命令等により居住し
ないこととなる旨の届出書』を、住宅の所在地の所轄税務署に提出して
いる。

金融機関等から交付された『住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証
明書』【原本】

（連帯債務がある方）
（付表）連帯債務がある場合の住宅借入金等の年末残高の計算明細書

住宅を居住の用に供しなくなる日までに必要な手続

再適用を受ける最初の年分に必要な手続き



確認欄
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適　用　要　件 確認欄

1 □
2 □

3 □

4 □

5 □

1 □

2 □

3 □

4 □

 ○適用要件に該当するかを確認し、次の書類を『確定申告書』と一緒に税務署に提出します。

○住宅を居住の用に供しなくなる日までに必要な手続はありません。

（確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。）

F2 再び居住の用に供した場合の適用を受けられる方
（一度も控除の適用を受けていない方）

確定申告書に添付すべき書類

住宅の取得等又は増改築等の日から６か月以内に居住の用に供している。

その住宅の取得等又は増改築等のための住宅借入金等がある。

再び居住の用に供した日以後の各年においてその年の12月31日（死亡
した場合は、その日）まで引き続き居住の用に供している。
※ 再び居住の用に供した日の属する年にその住宅を賃貸の用に供して
いた場合には、その年の翌年以後の各年について適用を受けることと
なります。

本年分の合計所得金額（４ページ）が3,000万円以下である。

(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額の計算明細書

その他（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用要件を満たしている。
※ 当初居住年の『住宅借入金等特別控除を受けられる方へ（新築・購
入用）』又は『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受けられる
方へ（住宅の増改築用）』をご覧ください。

当初居住年における（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用に必
要な書類
※ 適用を受ける控除の種類や当初の居住年により、必要な書類が異な
ります。
　詳しくは、当初居住年の『住宅借入金等特別控除を受けられる方へ
（新築・購入用）』又は『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受け
られる方へ（住宅の増改築用）』をご覧ください。

転任の命令その他これに準ずるやむを得ない事由によりその住宅を居住
の用に供しなくなったことを明らかにする書類

（連帯債務がある方）
（付表）連帯債務がある場合の住宅借入金等の年末残高の計算明細書

適用を受ける最初の年分に必要な手続き



（参考）適用（再適用）の翌年以降における住宅借入金等特別控除の適用について
【給与所得者が年末調整によってこの控除の適用を受ける場合】

確定申告によりこの控除の適用を受けた給与所得者は、その確定申告をした年
の翌年以降の各年分の所得税について、年末調整によってこの控除を受けること
ができます。年末調整によってこの控除を受けようとする場合には、①後日税務
署から送付される住宅借入金等特別控除証明書、②住宅取得資金に係る借入金の
年末残高等証明書を給与支払者に提出してください。

【確定申告書を提出してこの控除の適用を受ける場合】

（参考）用語の説明
「合計所得金額」
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　次の①と②の合計額に、退職所得金額、山林所得金額を加算した金額をいい
ます。
①　事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子所得・配当所得・短期
譲渡所得及び雑所得の合計額（損益の通算後の金額）
②　総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益の通算後の金額）の2分
の1 の金額
☆　申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡
所得については特別控除前の金額）の合計額を加算した金額です。また、純
損失や雑損失の繰越控除など、損失の繰越控除の適用を受けている場合は、
その適用前の金額をいいます。

　確定申告書を提出してこの控除の適用を受けようとする場合には、①（特定増
改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書又は住宅借入金等特別控除証明書
、②住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書を添付して確定申告書を所轄
税務署に提出する必要があります。



「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書」の記載例

○　計算明細書の書き方については、『住宅借入金等特別控除を受けられる方へ
　（新築・購入用）』を参照してください。

2 8

1 5 0 0 0 0 0 0 1 7 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 1 7 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0

2 4 6 0 0 0 0 0

2 4 6 0 0 0 0 0
2 4 6 0 0 0 0 0

2 4 6 0 0 0 0 0
2 4 6 0 0 0 0 0

2 4 6 01

1 5 0 0 0 0 0 0 1 7 0 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0 0 1 7 0 0 0 0 0 0
8 0 0 0 1 0 0 0 0

1 0 0 0 0

1 0 0 0

8 0 0 0 1 0 0 0 0

4 1 3

確定申告書第
二表の「特例
適用条文等」
に「居住開始
年月日」等を
転 記 し ま す
（6ペ ー ジ 参
照）。

確定申告書第
一表の「税金
の計算」欄の
「（特定増改築
等）住宅借入
金等特別控除」
に転記します。
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国 税 太 郎

246,0

平成29 4 25 令和3 11 30

該当する区分
の□に
チェック（✓）
します。

✓

✓

○　明細書一面の「9　(特定増改築等）住宅借入金等特別控除額」⑳の金額を申告書第一表の「税金の計算｣欄の

○　特例適用条文等

｢(特定増改築等）住宅借入金等特別控除」に転記します。
　　また､申告書第二表の｢特例適用条文等｣欄に｢居住開始年月日」等を記入します。
　詳細は、『所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き（確定申告書A 用）』の 26 ページ又は『所得税及
び復興特別所得税の確定申告の手引き（確定申告書 B 用）』の 26 ページを参照してください。

　記載例の場合、住宅の取得等が特定取得に該当するため、「居住開始年月日」の末尾に「（特定）」と記入し
ます。

平成28年4月13日 居住開始(特定)


